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放射線量の低減除染

環境省「除染情報サイト」より作成

東京電力福島第一原子力発電所の事故により、大気中に放出された放射性物質が、雨等により
地上に降下し、皆様の周りの土や草木や建物に付着しました。除染により、それらの汚染され
た土や草木等を取り除いています。さらに、取り除いた土や草木を外部への影響がないように
遮へいすることで、皆様の受ける放射線量を減らすことができます。
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直轄除染を行った地域における平均的な線量率の推移（宅地及び農
地）

除染
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③自然減衰及びウェザリングの影響のみを考慮し、
除染前のモニタリング実測値から2018年３月までの推移を推計。
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②自然減衰及びウェザリングの影響を考慮して、
除染前のモニタリング実測値から
2011年８月の線量率を推計した値の平均

④自然減衰及びウエザリングの影響を考慮しつつ、
除染による線量率低減結果を加味し、
2018年３月までの推移を推計。

除染しなかった場合に比べて、
平均的な線量率が約59%低減。
これは、除染を実施することで
線量率の低減を約18年早めた
ことになる。

2018年
３月

①2011年11月～2016年10月に実施した除染前のモニタリング結果及び
2011年12月～2017年６月に実施した除染後のモニタリング結果の約34万点のデータから推計。

○ 除染の実施により、仮に除染を実施しなかった場合と比べ、約18年早く空間線量率が
低減し、追加被ばく線量の低減を実現。

○ 除染は被災地の復興の基盤。線量の早期低減を通じ、避難指示解除をはじめとする被災地の
復興に貢献。

環境省作成
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除染の方法除染

環境省「除染情報サイト」より作成

放射線量が比較的高い地域の除染方法の例（上記の例に加えて）

●校庭表土の削り取り （提供）JAEA ●建物の屋根等の洗浄 ●庭土等の土壌の削り取り （提供）伊達市

除染
事例

２

放射線量が比較的低い地域の除染方法の例

●民家の軒下・雨樋の清掃 ●草木の刈り取り ●側溝の汚泥の除去（提供）伊達市 （提供）福島市

除染
事例

１

地域の実情に合わせて、除染を進めてきました。
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除染特別地域と汚染状況重点調査地域除染

汚染状況重点調査地域除染特別地域

環境省「除染情報サイト」より作成2025年12月31日時点
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仮置場等での保管除染

除染に伴って生じた土壌（除去土壌）等は、一定期間、「仮置場」等で安全に保管
されます。

環境省作成

仮仮置置場場のの基基本本構構造造おおよよびび管管理理・・点点検検
（（国国管管理理のの仮仮置置場場のの例例））

除去土壌等を入れた保管容器

非汚染土を入れた｢遮へい土のう｣

地地下下水水監監視視孔孔

放放熱熱((ガガスス抜抜きき))管管

下下部部シシーートト((遮遮水水シシーートト))集集水水タタンンクク

上上部部シシーートト((通通気気性性防防水水シシーートト、、遮遮水水シシーートト等等))

安安全全をを確確保保ででききるる距距離離

柵柵 柵柵

仮置場における除去土壌等
の保管状況

フフレレキキシシブブルルココンンテテナナ（（除除去去土土壌壌等等をを入入れれたたもものの））
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福島県外における除去土壌の状況除染

⃝福島県外の除去土壌は、市町村等において、国が定めた保管方法等に基づき安
全に保管されている。

⃝これらの除去土壌の処分に向けて、環境省は有識者からなる「除去土壌の処分
に関する検討チーム」を設置し、専門的見地からの議論を実施した。

⃝また、埋立処分の実証事業を茨城県東海村、栃木県那須町、宮城県丸森町にお
いて実施し、安全な埋立方法を確認した。

⃝検討チームにおける議論や実証事業の結果を踏まえ、2025年３月に埋立処分の
基準等を策定した。この基準等に従って市町村等が除去土壌の処分を実施して
いく。

環境省作成

収集運搬 保管 処分

埋立 覆土

除去土壌
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除去土壌の埋立処分の基準除染

環境省作成

○ 2025年３月に策定した、除去土壌の埋立処分の基準の主な内容は以下のとおり。
1.  飛散、流出の防止
2.  地下水汚染の防止
※基本的には除去土壌からの放射性セシウムの溶出は非常に小さいため遮水シート等の地下水汚染防止措置
は不要。放射性セシウムが溶出すると認められる場合には遮水シートの敷設等を行う。

3.  生活環境の保全（騒音・振動等）
4.  周囲の囲い・埋立処分の場所であることの表示
5.  開口部の閉鎖
6.  空間線量率の測定（施工時・維持管理時）
7.  埋立処分の場所、除去土壌の量、放射能濃度等の記録・保存

除去土壌

覆土
＜除去土壌の埋立処分のイメージ＞

※放射能濃度が10万Bq/kgを超える場合には、コンクリート構造による外周仕切設備が設けられた場所で処分する。

※除去土壌からの放射性セシウムの溶出は非常に
小さいため、基本的には上記のイメージ

周囲に遮水工を設置
※放射性セシウムが溶出すると認められる場合

除去土壌

覆土

貯水槽

濃度測定器

放流
吸着槽

参考：放射性物質汚染対処特措法施行規則第五十八条の三

※放射性物質汚染対処特措法では、除染実施者が除去土壌の処理を行うこととされており、除去土壌の埋立処分の実施・
管理の責任は除染実施者（なお、福島県内除去土壌については国（環境省）、福島県外土壌については市町村等）。



環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料（令和７年度版）」　第 9章 事故からの環境再生に向けた取組

・森林の放射線量のモニタリング、放射性物
質の動態把握や放射線量低減のための調査
研究に引き続き取り組み、対策の構築につ
なげるなど、将来にわたり、森林・林業の
再生のための努力を継続

１．生活環境の安全・安心の確保に向けた取組
・住居等の近隣の森林の除染を引き続き着実に
実施
・必要な場合に、三方を森林に囲まれた居住地の
林縁から20ｍ以上の地点の森林の除染や土壌流
出防止柵を設置するなどの対策を実施

３．奥山等の林業の再生に向けた取組
・間伐等の森林整備と放射性物質対策を一体的に
実施する事業や、林業再生に向けた実証事業
などを推進
・作業者向けに分かりやすい放射線安全・安心
対策のガイドブックを新たに作成

里山再生モデル事業 イメージ

福島の森林・林業の再生に向けた総合的な取組除染

・森林の放射性物質に係る知見など、森林・林業の再生のための政府の取組等について、ホームページ、
広報誌などへの掲載などにより、最新の情報を発信し、丁寧に情報提供

・専門家の派遣も含めてコミュニケーションを行い、福島の皆様の安全・安心を確保する取組を継続

I. 森林・林業の再生に向けた取組

II. 調査研究等の将来に向けた取組の実施

III. 情報発信とコミュニケーション

環境省作成

２．住居周辺の里山の再生に向けた取組
・地元の要望を踏まえ、森林内の人々の憩いの場や
日常的に人が立ち入る場所の除染を適切に実施。
広葉樹林や竹林等における林業の再生等の取組を
実施
・避難指示区域（既に解除された区域も含む。）及
びその周辺の地域において、モデル地区を選定し、
里山再生を進めるための取組を総合的に推進し、
その成果を的確な対策の実施に反映（※令和２年度以
降は「里山再生事業」として、対市町村を拡大して里山再生に

向けた取組を実施）


